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3月定例会
　平成25年第1回定例会は、3月11日に開会し19日に閉会しました。
　本会議では条例7件、補正予算6件、予算9件、その他4件、諮問1件、同意3件発議2件を審査し、議案
第27号については賛成多数で、その他は全会一致で可決承認しました。

24年度一般会計補正予算（総額：132億9,700万円）
　24年度一般会計補正予算は5,300万円を増額し、補正後132億9,700万円になりました。庁舎駐車場
用地購入費1,400万円、旧浜町会館設計委託料等400万円を減額しました。なお、旧浜町会館について
は、現在の建物改修では非常に課題が多いということで、より有効な利活用ができるように新しく作り替
えることも含めて、今後さらに方向性を見定める必要性が生じたためです。

Q �地域交流センター（旧浜町会館の仮称）の耐震、防火対策は。
A �詳細な打ち合わせをした結果、建築基準から防火体制は問題ない。しかし、用途によっては制限

が出て来る可能性はある。

Q �国は15ヶ月予算として13.4兆円の補正予算を組んだが、本町で国の補正予算に関連するもの
は道路整備交付金事業及び社会資本整備総合交付金事業のみの計上となっている。他の事業
はないのか。

A �25年度予算対策として考えている。緊急を要する事業は専決予算で対応していく。

■商工費　商工振興費

■土木費　道路整備交付金事業費

Q �繰越明許費の中の土木費（約4億6,400万円）について繰り越した理由の説明を。
A �登記ができなかったり、地権者との交渉・関係者との協議が不調のためである。
Q �繰越明許費は特別な事情により翌年度へ繰越しできるが、適正工期はとれているのか。きちんと

した監理の指導を。
A �適正工期の中での明許繰越しであると思うが、今後は担当課を中心にきちんとした対策対応を

考えていく。

繰越事業：国道218号から新庁舎への取付工事

■繰越明許費

※繰越明許費とは、予算は会計年度独立の原則ですが、特別な事情により例外として翌年度へ繰り越すことができます。
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　山都町の平成25年度予算が下記のとおり決定しました。
　一般会計は予算総額は歳入・歳出それぞれ101億円で、前年度当初予算に比べ、21億
円の減ですが、本年度は骨格予算であり、経常経費及び継続的な経費が計上してありま
す。第2回定例会（6月）のなかで政策的な予算の肉付けが行われます。

25年度山都町の運営

　なお、病院事業会計（資本的収入・資本的支出）の大幅な減額は、24年度において蘇陽病
院の新築工事が完了したことによる減額です。

会　　計　　名 予　算　額 対　 前 　年 　比

一般会計         101億円        21億円減

国民健康保険特別会計 28億859万円 1億2,764万円減

後期高齢者医療特別会計 2億3,213万円 848万円増

介護保険特別会計 26億535万円 5,034万円増

国民宿舎特別会計 7,147万円 2,100万円減

住宅新築資金等貸付事業特別会計 542万円 31万円増

簡易水道特別会計 2億1,000万円 3億1,500万円減

水道事業会計
事業収益・事業費
資本的収入
資本的支出

7,858万円
66万円

3,256万円

320万円減
0万円　

103万円増

病院事業会計
事業収益・事業費
資本的収入
資本的支出

10億2,700万円
8,090万円

1億2,367万円

1億1,169万円増
8億4,967万円減
8億1,287万円減
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25年度一般会計予算の主な事業
項　　　目 事　　　業　　　名 金　　額 備　　　　　　考

議会費 議事録データー整備事業 3,475 緊急雇用創出基金事業（全額県費）
総務費 コミュニティバス運行委託料 133,000

庁舎建設費 551,478 24～26年度継続事業

民生費

社会福祉協議会助成金 35,000
介護給付・訓練等給付費等 563,688
国民健康保険特別会計 159,014 繰出金
介護保険特別会計 327,715 繰出金
後期高齢者医療特別会計 103,839 繰出金
へき地保育所委託料 44,205 御所・小峰
地域子育て支援拠点事業 15,449 子育て支援センター・つどいの広場等
特別保育事業 17,700 延長・一時・乳幼児保育
私立保育園運営費助成金 4,380 私立保育園　4園
放課後児童クラブ運営費補助 21,648
児童手当 188,970 町負担分 32,430千円
子ども医療費助成 36,000 中学校3年まで無料
私立保育園運営費負担金 250,000 私立保育園　4園
保育園管理費 413,140 公立保育園　9園

衛生費

病院事業会計 160,000 繰出金（そよう病院）
妊婦健診委託料 9,660 妊婦一般検診14回（100名予定）
簡易水道特別会計 111,943 繰出金
予防接種委託料 50,000
健康診査委託料 60,000

農林水産業費

直接支払制度交付金 358,300
戸別所得補償制度推進事業補助 7,000
中山間総合整備事業負担金 10,650
農地・水保全管理協議会負担金 22,460
農地・水保全管理活動支援交付金 54,395
環境保全型農業直接支払交付金 9,128
青年就農給付金 19,500 個人150万円/人、夫婦225万円/組

商工費

山都コロッケ販路拡大事業 3,538 緊急雇用創出基金事業（全額県費）
馬見原商店街活性化支援事業 2,786 緊急雇用創出基金事業（全額県費）
まちあるき推進事業 5,352 緊急雇用創出基金事業（全額県費）
有機農産物観光商品販売拠点整備 5,590 緊急雇用創出基金事業（全額県費）
国民宿舎特別会計 71,469 繰出金

土木費
町道除草委託料 24,000 主要幹線道路
久留見尾線改良工事 129,000 24・25年継続事業
施設整備費他 26,909 高速道路対策（工事関連経費）

消防費
上益城消防組合負担金 302,542
小型可搬ポンプ購入費 13,000 可搬ポンプ10台

教育費
管内高校進学者入学支度金支援等 3,300 入学支度金・教科書補助（矢部高校）
古文書デジタル化委託料 2,076 緊急雇用創出基金事業（全額県費）
文化的景観調査事業 9,549 通潤橋吹上池設計等

（単位：千円）

平成25年度一般会計当初予算（101億円）
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Q �社会福祉協議会の在り方について今後は。
A �社会福祉協議会の事業の見直しの話は出ている。その

内容を精査したうえで検討する。

Q �風しん予防についての対応は。
A �風しんについて色々な事例があり対策を検討しいく。

Q �国営開発パイロット事業の町の債務負担も25年度で終わるが、当該事業を検証して報告すべきではないか。
A �色々な事情があっての債務負担でもある。調査して報告する。

Q �馬見原商店街活性化支援事業、まちあるき推進事業は、何をどうするのか。
A �馬見原商店街活性化支援事業は、蘇陽病院の売店と商店街を連携させながら活性化に繋げる。まちある

き推進事業は、まちづくりやべが主体となり浜町商店街の掘り起こしを行う。

Q �道路管理委託料は、町道の草切りか。
A �主要幹線道路の草切りを想定している。

Q �廃校跡地について、今後も町で管理するのか。また、廃校の今後の取扱いは。
A �廃校5校のうち3校については地元に管理してもらっている。2校についてはボランティアで管理されている。

また、廃校の取り壊しについては、所定の手続に基づかないと補助金適正化法に触れることになり、起債
残額の一括返還になるので慎重に進める。

Q �山村振興事業は27年3月31日で時限立法が切れるが、条件不利地を見直す事業として要望活動をすべ
きである。

A �関係課と協議を行い要望をしていく。また、議会にも協力をお願いしていく。
Q �ハウスリースについて今後は続けられるのか。
A �JAが事業主体となっていたが、現在は事業はしていない。

Q �有機農産物と観光商品の販売拠点整備に関して、有機
農産物の差別化事業はあったが有名無実である。どう
せやるなら最後まで農産物と連携を保ってほしい。

A �山都町の食料を売ることを目的としている。道の駅での
販売を推進していく。

Q �「和の杜団地」において長きにわたって空き家がある。更に、何度応募しても抽選に当たらない人もいる。
A �住宅の公募については町の「お知らせ版」で広報し、抽選についても公平・公正を保っている。空き家につ

いては、場所の調査をする。

Q �システム委託料等は必要なのか。図書の蔵書は何冊あるのか。
A �図書管理システム委託は平成9年に構築し、図書館と各学校をリンクさせているが、サーバに負担をかけて

いる状況にある。蔵書は82,600冊、貸出は年間56,000冊程度である。

25年度山都町一般会計予算（質疑応答　主なものを掲載します。）
■民生費

■衛生費

■農林水産業費

■商工費

■土木費

■教育費

社会福祉総務費

保健衛生費

農政費

商工振興費

道路維持費

教育施設管理費

農林土木費

観光費

公営住宅費

図書館費

国営開発パイロット事業（畑地）

馬見原商店街
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特別会計予算及び事業会計予算

◦国民健康保険特別会計
　本年度予算額は28億859万円で、24年度当初予算と比較すると1億2,764万円の減額となっています。
これは保険給付費（9,017万円）と共同事業拠出金（5,890万円）の減が主なものです。なお、一般会計か
ら1億5,900万円を繰り入れています。
歳出

項　　目 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
総務費 877万円 898万円 △21万円
保険給付費 18億1,645万円 19億662万円 △9,017万円
後期高齢者支援金 3億2,133万円 3億1,517万円 616万円
前期高齢者支援金 104万円 104万円          −
老人保健拠出金 23万円 33万円 △10万円
介護納付金 1億6,855万円 1億7,365万円 △510万円
共同事業拠出金 4億364万円 4億6,253万円 △5,889万円
保険事業費 2,861万円 3,019万円 △158万円
基金積立金 50万円 100万円 △50万円
諸支出金 812万円 872万円 △60万円
予備費 5,135万円 2,800万円 2,335万円

歳出合計 28億859万円 29億3,623万円 △1億2,764万円

◦介護保険特別会計
　本年度予算額は26億535万円で、24年度当初予算と比較すると5,044万円の増額となっています。
　これは保険給付費（6,859万円）が主なものです。
　なお、一般会計から3億2,771万円を繰り入れています。
歳出

 項　　目 本年度予算額 前年度予算額  比　較
総務費 2,769万円 2,822万円 △53万円
保険給付費 25億1,777万円 24億4,919万円 6,858万円
基金積立金 1万円 2,485万円 △2,484万円
地域支援事業費 5,968万円 5,245万円 723万円
諸支出金 20万円 20万円          −

歳出合計 26億535万円 25億5,491万円 5,044万円

◦後期高齢者医療特別会計
　本年度予算額は2億3,213万円で、24年度当初予算と比較すると848万円の増額となっています。
　一般会計から1億400万円を繰り入れています。
歳出

項　　目 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
総務費 259万円 296万円 △37万円
後期高齢者医療広域連合
納付金 2億2,898万円 2億2,014万円 884万円

諸支出金 51万円 50万円        1万円
予備費 5万円 5万円          −

歳出合計 2億3,213万円 2億2,365万円 848万円
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◦国民宿舎特別会計
　本年度予算額は、7,148万円で、ほとんど一般会計からの繰り入れです。
　主な歳出は起債の償還です。
歳出

項　　目 本年度予算額  前年度予算額 比　　較

国民宿舎事業費 211万円 2,311万円 △2,100万円

基金積立金 1万円 1万円          −

公債費　 6,935万円 6,936万円    △1万円

予備費 1万円 1万円          −

 歳出合計 7,148万円 9,249万円 △2,101万円

◦簡易水道特別会計
　本年度予算額は、2億1,000万円で、歳入では一般会計からの繰入金1億1,200万円と使用料及び手
数料の9,500万円が主なものです。主な歳出は起債の償還です。
歳出

 項　　目 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

総務費 8,551万円 3億9,697万円 △3億1,146万円

公債費　 1億2,399万円 1億2,753万円 △354万円

予備費 50万円 50万円         − 

歳出合計 2億1,000万円 5億2,500万円 △3億1,500万円

◦山都町水道事業会計
　予定給水戸数は2,062戸。主な建設改良事業は市街地老朽管布設替え工事です。

項　　目 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

事業収益・事業費 7,858万円 8,178万円 △320万円

資本的収入 66万円 66万円

資本的支出 3,256万円 3,154万円 102万円

◦山都町病院事業会計
　事業収益としては前年度より1億円以上の増額を予定しています。
　主な資本的支出は機械器具購入費で1億1,500万円を予定しています。

項　　目 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

事業収益・事業費 10億2,700万円 9億1,531万円 1億1,169万円

資本的収入 8,090万円 9億3,057万円 △8億4,967万円

資本的支出 1億2,367万円 9億3,654万円 △8億1,287万円
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条　　例

工事請負契約に関して町の管理体制の徹底を求める!

● 山都町へき地保育所条例の一部改正

● 山都町新型インフルエンザ等対策本部条例の制定

Q �各保育園の再編計画はどうなっている
のか。

A �児童福祉部会で検討している。近々最
終案が出てくる。

Q �廃園舎の管理は。
A �地元で利用してほしいと思うが、今のと

ころ予定がない。

　新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定に基づき、山都町新型インフルエンザ等
対策本部に関し必要な事項が定められました。
　組織として、対策本部に本部長、副本部長、本部員のほか必要な職員を置くとしています。

平成 25 年 3 月 31 日をもって東竹原へき
地保育所が閉所されました。

　工事請負契約の締結の議案審議の中で、各議員より、今までの総事業に対し関連質問があり
ました。その概略を報告します。

Q 各工事において、工期割れが発生したときは議会に報告すること。
A �工事の遅れについて役場職員としても考えなければならない。工事変更契約の手続きのスピード化

をしていくと同時に、現場の監督業務を充実させる。
　  未着工等については調査をする。現場を徹底して監督するなど役場総力を挙げて対応する。
Q 不適切な工事について、請負業者の罰則を強化すること。
A �罰則の強化については今のままで行くが職員の体制も再検討する。不適切な工事については、検

査員からの報告もあっている。それに基づいて指名をしない場合もある。
　  不適切な工事の対応について、町民の税金を使い工事をしている。そのことを一義とする。
Q 適正工期とは何か。
A �工事の金額、工事の種類、現場条件等を勘案して決定されるが、補助金申請等の事務手続き上、

工事発注が遅れる場合は事前に次年度に工期を繰り越すことを申し上げている。
Q 無理な事業発注があるのではないか。工事の手
持ち等について各課の横の連絡はとれているのか。
A �入札の指名について、手持ちの事業量の確認、

技術者の確認等、工事請負契約の約款に基づ
いて実施する。

Q 不適切な工事により、次回の入札指名を除外す
るようなペナルティーではなく、条例に基づき指
名停止委員会を開き決定すべきである。

A �公共工事の品質の確保は大切である。条例を
読みながら細部に亘って検討する。 久留見尾線

東竹原へき地保育所
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一　般　質　問

新
町
長
の
基
本
理
念
と
抱
負

問
　
新
町
長
と
し
て
の
基
本
理
念
と
抱
負
は
。

答
　
選
挙
公
約
の
と
お
り
、
住
ん
で
良
か
っ
た
と
思
わ
れ
る

町
に
し
た
い
。そ
の
た
め
に
も
町
民
と
の
対
話
を
進
め
、山
都
町

の
自
然
、
歴
史
を
大
切
に
し
な
が
ら
農
村
集
落
の
現
状
を
踏
ま

え
集
落
営
農
を
推
進
し
て
い
く
。
更
に
、
有
機
農
業
及
び
自
治

振
興
区
の
支
援
、定
住
、移
住
の
支
援
も
進
め
て
い
く
。
厳
し
い

財
政
状
況
の
中
に
あ
り
行
財
政
改
革
を
進
め
な
が
ら
も
高
齢
化
、

過
疎
化
、少
子
化
の
中
で
の
自
治
体
運
営
で
あ
り
、ゼ
ネ
ラ
ル
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
と
し
て
大
変
な
苦
難
が
予
想
さ
れ
る
が
議
会
と
相

談
し
な
が
ら
や
っ
て
い
く
。

庁
舎
建
設
の
監
理
体
制

問
　
庁
舎
建
築
は
監
理
が
重
要
な
段
階
と
な
っ
た
。
町
長

が
直
か
に
チ
ェ
ッ
ク
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
う
が
。

答
　
工
事
現
場
と
周
囲
の
調
和
が
必
要
で
あ
る
。
監
理
は
業

者
の
経
験
を
活
用
し
て
い
き
た
い
。

地
方
交
付
税
削
減
に
伴
う
財
政
問
題

問
　
デ
フ
レ
脱
却
に
逆
行
す
る
地
方
公
務
員
の
給
与
引
き

下
げ
を
強
制
す
る
交
付
税
の
削
減
は
、
地
方
の
主
体
性
を
侵

す
も
の
で
分
権
の
理
念
に
反
す
る
と
思
う
が
。

　

ま
た
、
交
付
税
の
合
併
優
遇
期
限
切
れ
の
到
来
に
向
け
、

ど
う
対
処
す
る
の
か
。

答
　
自
主
的
に
定
員
削
減
を
実
施
し
て
き
た
。
交
付
税
の
削

減
は
財
政
を
圧
迫
し
て
い
く
。

　
27
年
度
以
降
、
交
付
税
は
11
億
円
の
減
少
が
予
想
さ
れ
る
。

事
業
の
民
間
委
託
、
財
政
改
革
を
実
施
し
な
が
ら
町
民
に
も
理

解
を
求
め
て
い
く
。更
に
、借
金
残
高
の
削
減
に
も
努
め
る
。

町
の
総
合
実
施
計
画
の
精
査

問
　
３
８
０
億
円
に
上
る
向
う
３
ヵ
年
の
町
の
実
施
計
画

（
※
１
）
が
公
表
さ
れ
た
が
、
新
体
制
の
も
と
で
改
め
て
精

査
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
う
が
。

答
　
機
構
改
革
、財
政
改
革
は
必
要
で
あ
る
。
26
年
度
に
機

構
改
革
を
実
施
す
る
こ
と
を
目
的
に
論
議
を
し
て
い
る
。
昨
年

12
月
よ
り
推
進
本
部
を
作
っ
て
進
め
て
い
る
。

庁
舎
完
成
後
の
機
構
改
革

問
　
庁
舎
完
成
に
備
え
て
機
構
改
革
の
シ
ュ
ミ
レ
ー
シ
ョ

ン
は
行
っ
て
い
る
か
。

答
　
機
構
改
革
は
課
の
統
合
だ
け
で
は
な
く
、山
都
町
が
執

行
し
て
い
る
事
務
に
つ
い
て
も
論
議
し
て
い
る
。

放
射
線
等
の
測
定
器
の
導
入

問
　
子
ど
も
に
一
番
影
響
の
あ
る
放
射
線
の
測
定
器
及
び

Ｐ
Ｍ
２
・
５
測
定
器
を
備
え
て
は
ど
う
か
。 

答
　
本
町
は
、全
て
に
お
い
て
食
の
安
心
と
安
全
を
承
知
し
て

い
る
。
安
心
、安
全
の
数
値
を
出
す
た
め
に
も
測
定
器
は
必
要
で

あ
る
。

複
式
学
級
の
解
消
の
手
立
て

問
　
教
育
の
機
会
均
等
の
理
念
に
反
す
る
複
式
学
級
の
解

消
に
向
け
て
町
単
独
の
加
配
教
諭
（
※
２
）
を
配
置
し
て
は

ど
う
か
。

答
　
今
の
状
況
と
し
て
人
員
が
不
足
す
れ
ば
複
式
と
な
る

が
、人
員
緩
和
措
置
が
あ
っ
て
い
る
が
、加
配
教
諭
の
配
置
は
な

い
。町
単
独
の
教
諭
補
助
と
し
て
11
名
採
用
し
て
い
る
。
25
年
度

は
10
の
学
校
で
13
名
を
予
定
し
て
い
る
が
先
生
が
い
な
い
。

（
※
１
）実
施
計
画
と
は
。

　
町
で
は
、10
年
間
を
単
位
に
総
合
計
画
を
策
定
し
、そ
の
中

で
基
本
構
想
・
基
本
計
画
・
実
施
計
画
を
定
め
て
い
ま
す
。実

施
計
画
は
基
本
計
画
で
示
し
た
施
策
を
、財
政
計
画
に
基
づ

き
具
体
的
な
事
業
計
画
を
向
う
３
年
間
分
、毎
年
改
定
す
る

も
の
で
す
。

（
※
２
）加
配
教
諭
と
は
。

　
加
配
教
員
と
も
い
い
、義
務
教
育
標
準
法
や
高
校
標
準
法
に

基
づ
い
て
算
定
さ
れ
る
公
立
学
校
の
教
員
定
数
に
上
乗
せ
し
て

文
部
科
学
省
が
配
置
す
る
非
常
勤
教
員
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

教
育
困
難
校
対
策
や
チ
ー
ム
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
、少
人
数
指
導
、習

熟
度
別
指
導
の
実
施
等
を
目
的
と
し
て
配
置
さ
れ
ま
す
。

中村　益行

複式学級の授業の様子
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一　般　質　問

清
和
・
蘇
陽
支
所
体
制
と
人
員

問
　
新
庁
舎
落
成
後
、
清
和
総
合
支
所
・
蘇
陽
総
合
支
所

は
ど
う
す
る
の
か
。

答
　
庁
舎
完
成
後
に
つ
い
て
は
機
構
改
革
推
進
本
部
で
検

討
し
て
い
る
。
総
合
支
所
に
つ
い
て
は
可
能
な
限
り
住
民

サ
ー
ビ
ス
に
対
応
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
き
た
い
。

問
　
現
在
の
職
員
数
は
何
人
い
る
の
か
。

答
　
平
成
24
年
4
月
1
日
現
在
で
、
一
般
事
務
職
2
9
1

名
で
、
そ
の
う
ち
清
和
総
合
支
所
24
名
、
蘇
陽
総
合
支
所
26

名
で
あ
る
。

銅
像
移
転
の
要
望

問
　
名
誉
町
民
の
故
小
屋
迫
一
先
生
の
銅
像
を
町
に
移
転

し
て
ほ
し
い
と
の
要
望
が
あ
る
が
。

答
　
銅
像
を
建
て
ら
れ
た
当
時
の
経
緯
が
解
ら
な
い
。
全

国
か
ら
浄
財
を
集
め
ら
れ
た
と
思
う
し
、
敷
地
の
提
供
が
ど

う
で
あ
っ
た
の
か
色
々
な
面
で
ハ
ッ
キ
リ
し
て
い
な
い
。
町

の
関
わ
り
も
含
め
一
考
を
要
す
る
。
こ
の
件
に
関
し
て
は
個

別
の
事
案
と
し
て
今
後
対
応
を
考
え
る
。

旧
浜
町
会
館
の
利
活
用

問
　
旧
浜
町
会
館
を
今
後
ど
う
利
活
用
す
る
の
か
。

答
　
浜
町
商
店
街
の
活
用
の
場
と
し
て
購
入
し
た
。
こ
の

施
設
の
利
活
用
検
討
委
員
会
を
立
ち
上
げ
協
議
し
て
き
た
が
、

今
の
ま
ま
で
は
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
に
課
題
が
多
い
と
の
結

論
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
中
心
市
街
地
の
拠
点
と
し

て
観
光
客
を
誘
引
す
る
た
め
に
も
イ
ベ
ン
ト
ス
ペ
ー
ス
、
農

産
物
等
の
特
売
場
と
し
て
利
活
用
し
て
い
く
要
望
も
あ
る
。

色
々
な
面
か
ら
検
討
し
て
い
く
。

防
災
無
線
工
事
の
状
況

問
　
蘇
陽
地
区
の
防
災
無
線
工
事
は
終
わ
っ
た
の
か
。
ま

た
、
ス
ピ
ー
カ
ー
の
移
動
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
。

答
　
個
別
受
信
機
の
入
れ
替
え
工
事
は
11
月
か
ら
実
施
し

て
い
る
。進
捗
状
況
は
、77
％
で
あ
り
本
年
度
中
に
完
成
さ
せ

た
い
。入
れ
替
え
の
時
点
で
不
在
の
所
も
あ
り
チ
ラ
シ
を
入
れ

て
い
る
が
連
絡
が
取
れ
な
い
事
案
も
あ
っ
て
い
る
。個
別
受
信

機
の
入
れ
替
え
作
業
は
、現
在
設
置
さ
れ
て
い
る
場
所
で
の
工

事
と
し
て
業
者
と
契
約
し
て
い
る
。そ
の
後
の
移
設
は
企
画
振

興
課
の
職
員
が
家
人
立
会
い
の
も
と
に
実
施
し
て
い
る
。

佐藤　一夫

清和総合支所

蘇陽総合支所
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意見書の提出

意見書の要旨
　TPPは、原則例外なき関税撤廃を前提としており、国民の命と健康を守る医療制度や
食の安全・安心の基準等についての改悪を余儀なくされ、特に農業分野では、海外から
安い農林水産物が国内に大量に流入し、我が国の農林水産業が深刻な影響を受けること
は明らかであり、農林業が基幹産業である本町にとっては壊滅的な影響を受ける恐れが
ある。
　よって、国においてはTPPが国民生活の根本に関わる重大問題であることを踏まえ、
特に我が国の農林業・農山村を守るためTPPでは、下記の項目が達成されない場合は、
速やかにTPP交渉から撤退されるよう強く要望する。

環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）交渉参加に関する意見書を
全会一致で可決し、意見書を提出しました。

記

1、米、牛肉、乳製品をはじめとする農産物等の重要品目の関税撤廃の例外を確保し、
農山村の社会的基盤を守ること。

2、食の安全・安心の基準を守ること。	
3、国民皆保険制度を守ること。
4、国の主権を損なう恐れのある投資家と国家の紛争解決（ISDS）条項には合意しな

いこと。
5、政府調達・金融サービス等は、我が国の特性を踏まえること。

　  以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。

平成25年3月19日
山都町議会議長　藤川憲治

■ 提出先
　 衆 議 院 議 長　伊吹文明、　参議院議長　平田健二、　内閣総理大臣　安倍晋三
　 内閣官房長官　菅　義偉、　外 務 大 臣　岸田文雄、　農林水産大臣　林　芳正
　 経済産業大臣　茂木敏充
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　町議会議員として15年以上在職
し、地方自治の発展、地域振興への
功労が認められ、稲葉富人議員及び
梅田幸雄議員が全国町村議会議長会
から表彰されました。
　また、町議会議員として23年以
上在職し、長年の議員としての活動
が地域の発展に大きく貢献したとし
て、田上聖議員が熊本県町議会議長
会から表彰されました。

　本町の基幹産業である農林業は低迷していま
すが、農林業の活性化こそが本町の発展に大き
く寄与するものと考えております。
　皆様と共に知恵を出し、力を付けながら、山
都町に住んで良かったと言われる町にしたいと
努力します。

議員補欠選挙があり、
藤原重信氏が当選されました。

3名の議員が議員功労表彰

左から稲葉 富人 氏、田上 聖 氏、梅田 幸雄 氏

藤原　重信 氏

「議会を傍聴してみませんか」
町政を知る良い機会

　今、町ではどんなことが論議されているのか、また、どんな計画があってどう進んで
いるのだろう。あなたに身近なことかもしれません。
　どなたでも傍聴できますので、ぜひ一度おいで下さい。

次回定例会は、

の予定です。
6月
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　人権擁護委員法の規定により、山都町馬
見原201番地1「工藤佐保子 氏」を推薦す
ることに決定しました。

　地方自治法の規定により、山都町二瀬本
1751番地「森田京子 氏」を山都町監査委
員に選任しました。

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定により、山都町大平191番地「鈴木幸生 
氏」及び山都町上川井野1213番地「藤原和徳 氏」を山都町教育委員に選任しました。

　山都町選挙管理委員会委員について、次の方々を推薦しました。

執 ら 案か 事行 の 件部 人
諮問第1号

同意第2号、3号

山都町選挙管理委員会委員及び補充員の推薦

同意第1号

森田　京子 氏

鈴木　幸生 氏

工藤　佐保子 氏

藤原　和徳 氏

江藤　豊 氏
山都町橘925番地

本田　正継 氏
山都町島木6118番地1

藤川　和典 氏
山都町市の原260番地

坂田　篤彦 氏
山都町浜町109番地2
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第2回臨時議会 役場新庁舎建設工事請負契約、可決！

議会だより山都は環境保護印刷の
「水なし印刷」で印刷しています。

山
都
町
議
会
広
報

■
発
行
・
山
都
町
議
会

■
編
集
・
議
会
広
報
委
員
会

山
都
町
役
場 

白
糸
事
務
所 

議
会
事
務
局

〒
8
6
1
‐
3
6
6
3 

熊
本
県
上
益
城
郡
山
都
町
新
小
8
8
6

1（
0
9
6
7
）7
2
‐
1
2
8
9 　

早
い
も
の
で
、
こ
の
議
会
広
報
発
刊

し
て
、
ま
る
2
年
経
ち
ま
し
た
。

　

町
民
の
皆
様
が
知
る
権
利
と
し
て
、

議
会
で
の
出
来
事
を
知
ら
し
め
町
政
へ

の
参
加
、
理
解
を
深
め
て
も
ら
え
る
な

ら
ば
と
の
思
い
で
紙
面
作
り
を
心
が
け

て
い
ま
す
が
、
ま
だ
ま
だ
試
行
錯
誤
で

あ
り
ま
す
。

　

今
後
と
も
、
よ
り
読
み
や
す
い
紙
面

作
り
を
心
が
け
て
い
き
ま
す
。

　

さ
て
、
私
事
で
す
が
今
年
に
入
っ
て

か
ら
身
近
な
と
こ
ろ
で
お
葬
式
が
続
い

て
い
ま
す
。

　

以
前
は
、
死
と
い
う
も
の
は
悲
し
い

事
で
あ
る
と
の
ボ
ン
ヤ
リ
と
し
た
イ

メ
ー
ジ
し
か
持
た
な
か
っ
た
の
で
す
が
、

50
才
を
前
に
し
て
、
す
こ
し
恐
れ
を
抱

く
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

人
は
誰
し
も
死
と
向
き
合
い
、
そ
れ

を
受
け
入
れ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、

こ
れ
ま
で
は
、
あ
ま
り
に
も
当
然
の
事

と
し
て
真
剣
に
考
え
た
こ
と
が
あ
り
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

今
、
改
め
て
生
か
さ
れ
て
い
る
こ
と

に
心
か
ら
感
謝
し
て
お
り
ま
す
。

　

生
き
る
こ
と
の
素
晴
ら
し
さ
、
そ
し

て
健
康
で
有
意
義
な
人
生
を
送
れ
た
ら

と
思
う
こ
の
頃
で
す
。

江
藤　

強

 

発
行
責
任
者

議　
　

長　

藤
川　

憲
治

 

議
会
広
報
委
員
会

委
員
長　

江
藤　
　

強

副
委
員
長　

井
手　

邦
男

委　
　

員　

赤
星
喜
十
郎

委　
　

員　

藤
澤　

和
生

編

後
集

記

　２月15日に臨時議会が開かれ、12月定例会で提案されたのと、ほぼ同じ契約金額（12億7,197万円）で
東急建設（株）九州支店との請負契約が賛成多数（賛成10、反対5、欠席1）で可決されました。今回の入札
は、ＪＶ（地元業者との共同企業体）でなく大手企業11社によるものです。

Q �今回は大手ゼネコンのみによる入札であったが、なぜ町長の公約である地元企業育成（共同企業体）
を組ませなかったのか。

A �12月の議会の意思はノーであり、基本的には入替えが原則である。また条件付一般競争入札であるが、
入替えであるので地元の業者を組ませることができない。地元経済については効果があるように念書を
とっている。

Q 最低制限価格の5％（7,000万円）の、年度途中による上げ（歩引き率の、85％から90％へ）について
の説明を。

A �最低制限価格の改善については建設業界、商工会、農協から申し出があっており、業界の状況を考え年度
途中であるが決定した。また、入札というのは我々は最低制限価格を想定しながら入札の事務はしない。

Q 今回も前回も一緒だがみんな同じ入札価格を書いている。そしてくじ引きでありこれは指名競争入札で
も何でもない。本当の競争があって頑張る業者が取る。そういう方向にしなければならない。

A �協調という言葉は言うべきでないが、企業努力によって応札していただくのが入札のルールである。しか
し気持ちは最低制限価格が厳しすぎるということでの決定である。

Q 12月議会で議会の意思として否決した最大理由の5％（7,000万円）の扱いであるが、町長は12月の
臨時議会では、議会全員の御理解がもらえる提案をしていきたいと報告してきたがそのままである。な
ぜ変更（減額）しなかったのか。

A �前回は議案そのものに反対であり、御指摘の7,000万円も含めて改めて提案した。御理解をいただきたい。
Q 全員が理解できる提案になっていない。議会の意見を尊重してもらいたい。
A �年度途中の導入については、腐心をし下期のタイミングを図り実施したところであり御理解いただきたい。
Q 前回反対したのは過去3回においてペナルティーで除外された業者が何で庁舎の指名に入れるのかと

言うことで反対、否決した。であるから最低制限価格の5％上げについては問題ないと思う。
A �答弁なし。
Q 町民に7,000万円も負担させてはならない。議会の意思を受けて7,000万円落として提案すべきでは

なかったか。
A �最低制限価格を狙ってくるのは業者であり、我々は期待していない。7,000万円とこだわられるが、私は

最低制限価格で向かってこられることは予想していない。
Q 最低制限価格で向かってこられることは予想していないなら、なぜ上げられた。上げる必要はなかった

のではないか。
A �一般論であり予想していなかったとい

うことである。
Q 菅原工場に保管してあるヒノキ材です

が、このヒノキは資材提供として無償で
出すのか、買ってもらうのか。

A �無償提供である。
Q 町から無償で材を提供というのは、設

計の中にちゃんと金額を含んでいるの
で有償で提供されないといけない気
がするが。

A �材については無償であるが搬出、加工
は会社の積算の中でお願いしている。


